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はじめに 
現真和志支所庁舎は、昭和 43 年 12 月に当時の支所跡地に水道局総合庁舎とし

て整備され、真和志支所と消防出張所、職業訓練所、公設市場を加えた複合施設と

してスタートしました。その後、時代の流れとともに、平成 18 年には公設市場が廃止さ

れ、平成 19 年 2 月には、上下水道局が新都心地区に移転しました。さらに平成 28 年

4 月には、中央消防署真和志出張所が松尾出張所とともに神原出張所へ統合移転さ

れました。 

建物自体の老朽化も進んでおり、平成 22 年度には外壁等補修工事を、さらに平成

27 年度には長寿命化対策も施しているものの築 51 年（令和元年 12 月末現在）が経

過しており、早急な建替えが必要となっています。 

また与儀公園に隣接する中央公民館・図書館の建物は、昭和 44 年に当時の米国

民政府が那覇琉米文化会館として建設し、本土復帰と同時に日本政府が買い上げ、

その後、本市へ譲渡されたものです。 

譲渡当初、那覇市文化センターとして活用されたのち、1 階に那覇市立図書館、2

階に那覇市中央公民館がそれぞれ設置され現在に至っています。こちらも築 50 年

（令和元年 12 月末現在）と老朽化が進んでおり、早急な建替えが求められています。 

そのような中、平成 23 年には、当時の市長から市民会館跡地に真和志支所や中央

公民館・図書館などの複合施設を建設する構想案（私案）が発表されました。 

建て替えの必要性が高まる中、平成28年5月には、真和志自治会長連絡協議会よ

り、新真和志支所の那覇市民会館跡地への早期建替えの要請がなされました。 

本市においても平成 28 年 7 月に真和志支所を含む複合施設のあり方や建設位置

等について審議する「新真和志支所等建設に関する検討委員会（以下、「検討委員

会」という。）」が設置され、また平成29年６月には地域住民、施設利用者の意見を聞く

場として、「新真和志支所複合施設に関する真和志地域住民・利用者代表会議（以下、

「代表者会議」という。）」が設置されるなど、建て替えに向けての具体的な検討に着手

しました。 

これまで検討委員会においては７回の審議を重ね、また代表者会議においては５

回にわたり意見聴取を行い、このたび「(仮称)新真和志支所複合施設建設の基本方

針」を策定しました。 

今後、本基本方針をもとに、(仮称)新真和志支所複合施設（以下、「複合施設」とい

う。）の早期建設に向け、取り組みを進めてまいります。 
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複合施設建設の基本方針 

検討委員会での審議結果や代表者会議からの意見聴取を踏まえ複合施設の基本

方針については、次のとおりとします。 

 

（１）施設の複合化について 

那覇市ファシリティマネジメント推進方針や行動計画で求められている複合化・共用

化の推進を図るため、老朽化した複数の公的施設を合築し、それら機能を有した複合

施設として建設するものとします。 

 

（２）複合施設の設置候補施設について 

複合施設への設置候補施設としては、老朽化した真和志庁舎の移転となること

から現真和志支所の入居施設の維持の観点、ファシリティマネジメント推進方

針に示される複合化・共用化の観点、真和志地区での一定規模の集会が可能と

なる機能を確保する観点、近隣の保健所との連携による機能強化の観点といっ

た４つの観点から選定しました。 

具体的には、支所機能、自治会等コミュニティ機能、教育相談課関係機能、

保管庫、中央公民館・図書館、こども発達支援センター、障がい者福祉センタ

ー、精神障がい者地域生活支援センター、教育研究所、中ホールなどとします。

（設置候補施設の一覧については、資料１参照） 

 

（３）複合施設の規模について 

那覇市ファシリティマネジメント推進方針においては、「施設総量の縮減」を方針の

ひとつとして掲げ、後年度の財政負担の軽減を図るため施設更新の際には床面積を

縮小することを原則とし、今後 40 年間で総床面積を 15％～20％縮減することを目標

としています。 

そのため、本複合施設建設においても、ファシリティマネジメント推進の観点から、

施設床面積の縮減を行うものとし、複合施設の規模は 7,000 ㎡程度を目途とします。

（各設置候補施設の規模については、資料１参照） 

 
（４）複合施設の建設位置について 

複合施設の建設位置については、現真和志庁舎敷地、旧県立図書館用地、現市 

民会館敷地の 3 ヵ所について、「まちづくり・賑わい寄与等」、「土地」、「住民・市民利

用」の観点から比較検討を行った結果、現市民会館敷地が最適であるとします。（候

補地の比較表については、資料２参照） 
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（５）現市民会館敷地の継続使用について 

複合施設の建設位置として最適とされた現市民会館敷地は県有地であり、市は当

該敷地を市民会館敷地として賃借しています。そのため当該敷地に複合施設を建設

するにあたっては、県の了解が必要となることから、土地所有者である県と継続使用に

向けて調整を行うものとします。 

 

（６）駐車場について 

駐車場については、本市の交通基本計画の考え方（クルマに頼り過ぎない暮らしの

推進）の観点を踏まえ、必要最小限度の整備を前提とします。 

 

（７）概算事業費について 

直近の公共施設の建築単価を参考に複合施設の概算事業費を試算すると、少なく

とも 36 億円を見込みます。 

  

（８）財源調達手法について 

設置候補施設である支所や公民館・図書館などには、基本的には国庫補助等がな

く、一般財源や起債の活用が前提となります。財政負担の軽減を図るためには、補助

制度の活用可能性を探るほか、地方債（公共施設等適正管理推進事業債など）の活

用、複合化により生じる余剰地の売却等、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法の活用など様々な財源調達

手法を検討していくこととします。 

 

（９）今後の建設工程について 

今後の建築工程は、以下のように想定し、令和２年度以降、速やかに着手すること

とします。 

 

 

 

 

 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

基本計画策定

有識者会議等による審議

設計・建設
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（10）答申への対応について 

那覇市民会館保存可能性等検討委員会からの答申では、部分復元を基本とし、現

在ある利活用等が可能な部位及び材料等を可能な限り活用する旨、述べられていま

す。あわせて「主要部分復元検討部分の範囲、ボリューム感及びプロポーション等に

ついては、新たに建設される施設設計内容を考慮し再検討を行うこと」と付されていま

す。そのため複合施設の建設にあたっては、同答申を踏まえ、具体的な部分復元の

範囲は、今後、検討していくこととします。 

 

（11）その他 

代表者会議においては、現市民会館中ホールと同程度のホール設置の要望や与

儀公園の一体整備、十分な駐車台数の確保、早急な建て替え着手等を求める様々な

意見がありました。 

これら要望・意見に対しては、その内容を尊重しつつも、どこまで複合施設建設に

反映させるかについては、今後、幅広い視点で検討していきます。 

 

結びに 
地域住民から要望の強い真和志支所の建て替えについては、これまで検討委員会

や代表者会議において、建て替え位置のみならず、複合化して設置する施設の候補、

財政的観点等、様々な面から繰り返し検討を重ねてまいりました。 

このたび策定した「(仮称)新真和志支所複合施設建設の基本方針」は、複合施設

建設に向けた取り組みの基本的な方向となるもので、今後は本基本方針をもとに、早

期の建設に向けた作業を精力的に進めてまいりたいと考えております。 

本複合施設が、市民サービス・支所機能の充実や地域コミュニティの活性化、真和

志地域の振興発展に資するものにつながることを期待して結びとします。 

  



 

 

資 料 

 

 

１.設置候補施設の一覧・規模 

 

２.候補地の比較表 

 

 

  



 

１.設置候補施設の一覧・規模 

 

以下の設置候補施設については、先述のとおり、４つの観点から選定しまし

た。ただし、今後、より合理的な施設配置が図られる場合には、別途、対応す

ることもあり得るものとします。 

また各設置候補施設の規模については、ファシリティマネジメント推進の観

点から一定程度縮減し、以下を基本とします。 

なお複合施設全体の規模は、各設置候補施設の規模を積み上げると6,500㎡程

度となりますが、施設配置を検討するにあたっての増床余地を持たせ、7,000㎡

程度とします。 

  



 

 

  



 

① 現真和志庁舎敷地 ②旧県立図書館用地 ③ 現市民会館敷地 備考

用途地域 近隣商業 第二種中高層 準住居 過半の敷地

敷地面積 1,913.00㎡ 9,698.00㎡ 8,552.00㎡ 図面面積

容積率 200% 200% 200%

建ぺい率 80% 60% 60%

建設可能延べ床面積 3,826㎡ 19,396㎡
※１

17,104㎡
※１

近接する道路 県道46号
国道330号線、県道222号

線（市民会館通り）

国道330号線、県道222号

線（市民会館通り）

近接のバス停
真和志支所前バス停

市内線3系統
近隣バス停　34系統 ※2 近隣バス停　34系統 ※2

那覇市の発展及び真和

志地域の賑わい、活性

化への寄与
△ ◎ ◎

中ホール機能、複合化による共用スペース活用による交流

機会の増の要素、真和志全域からのアクセスのしやすさから

判断

全体としての財政負担・

効率性
△ △ ○

②は県有地、③は県有地の借地権有借地。建設費が同額となる

とすると土地にかかる経費は、②が大となる。①は建築可能延床

面積の関係で建設費減となるが、建設期間中の代替施設確保や

入れない施設への対応、駐車場確保等で経費増となる。

災害対応、避難所機能 △ ○ ○
一定程度以上の高さの建物で、広い中ホール機能等（避難
所として活用）をもてる②、③は、「○」とする。①は、建築可

能延べ床面積狭いことから「△」

市内全域 を俯瞰した配
置バランス

○ ◎ ◎
真和志地区の中心に近いこと、交通アクセスのしやすさ等で
判断

ファシリティ・マネジメント △ ○ ○

複合化による施設の共用利用により圧縮の可能性で②、③は

「○」と判断、①については、建築可能延べ床面積の狭さから入

れる施設に制限があり、対象からはずされる施設については効果

が不明のため「△」

ＰＰＰ/ＰＦＩ活用の可能性 ○ △ △
ＰＰＰ/ＰＦＩ活用は、市有地が前提、③は現在、借地、②は

借り上げるか購入するか不明のため「△」

施設機能が収まる面積

及び形状
× 　△※３ 　△※３

①は、設置候補施設が設置できる面積が確保できないため

「×」、②及び③は、建築基準法の用途制限を越える施設が一部

想定されることから、建築審査会の許可が必要なため「△」

土地利用における不確

定要因
◎ × ○

②、③は、県有地であり、賃借、購入どちらにしても不確定要因あ

り。②は、県が県有施設としての活用を検討中ということで「×」、

購入の場合、③は借地権があるため有利で「○」

車両騒音、利用者騒音

の周辺への影響
△ △ ◎

③は、近隣地、隣接地に住宅がないため「◎」、①、②は近
隣に住宅があるため「△」

接続道路の状況 ○ △ ◎
③は、接する県道222号も片側2車線であることから「◎」、②
は、接道が区画道路で狭隘なため「△」、①は、接する県道

４６号が片側一車線、４面道路であることから「○」

公共交通機関の利用の

し や す さ （ バ ス ・ タ ク
シー）

○ ○ ◎
近隣バス停での路線バス本数が最多であることから③を
「◎」とし、①を「○」とした。②はバス停から遠いため「○」

搬入車両、自家用車用

駐車場の活用
△ ○ ◎

一定の駐車場を確保でき、県道に接していることから③を「◎」、

②は、駐車場は確保できるものの駐車場までの接道が狭く、渋滞

要因となるため「○」、①は、敷地面積の関係で最低限の駐車場

しか確保できないことから「△」

地域住民、特に児童生

徒等子どもや高齢者のア

クセスのしやすさ
△ ○ ○

交通アクセスのしやすさ、利用道路の歩道の状況、与儀公

園内通路活用状況等で判断

18 21 30

基本事項・評価項目等
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項
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２.候補地の比較表 

 

 

 
※1 建築基準法上の用途制限により、表記面積以下となる可能性あり。 
※2 赤十字バス停 8系統、神原バス停 9 系統、与儀バス停  17 系統 
※3 面積は十分であるが、用途制限により、建築審査会の許可が必要となる。 

比較表（判定 ◎を３点、〇を２点、△を１点、×を０点として加算計算） 


